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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】環境中に管理対象放射性物質とそれ以外の放射
性物質が混在する場合であっても、管理対象放射性物質
に起因する放射能汚染を短時間に計測して評価する放射
線計測方法を提供する。
【解決手段】測定試料に付着している放射性物質に感応
して検出信号を発生する多数の検出ピクセルを平面状に
並べて放射線検出面を構成した放射線検出器の多数の検
出ピクセルから出力される検出信号を、放射線検出面を
複数の領域に分割して各分割領域に該当する検出ピクセ
ルから出力される検出信号を検出処理し、分割領域毎に
検出される放射線検出結果を出力する信号処理装置を用
いて測定試料中の放射性物質の放射線量を計測する。
【選択図】図５
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
測定試料に対向させることにより該測定試料に付着している放射性物質に感応して検出信
号を発生する多数の検出ピクセルを平面状に並べて放射線検出面を構成した放射線検出器
の前記多数の検出ピクセルから出力される検出信号を、前記放射線検出面を複数の領域に
分割して各分割領域に該当する検出ピクセルから出力される検出信号を検出処理し、分割
領域毎に検出される放射線検出結果を出力することができる放射線計測装置を用いて該測
定試料中の放射性物質の放射線量を計測することを特徴とする放射線計測方法。
【請求項２】
前記放射線検出面の領域分割は、放射線検出面の領域分割数を変えて放射線検出処理を行
って各領域分割数における放射線検出結果を出力表示し、出力表示された放射線検出結果
を参照して目的とする放射線計測に好ましい分割領域の数を設定して放射線計測を行うこ
とを特徴とする請求項１に記載の放射線計測方法。
【請求項３】
測定試料に対向させることにより該測定試料に付着している放射性物質に感応して検出信
号を発生する多数の検出ピクセルを平面状に並べて放射線検出面を構成した放射線検出器
と、複数種類の信号処理機能を備え、前記放射線検出器の前記多数の検出ピクセルから出
力される検出信号を入力し、前記放射線検出面を複数の領域に分割した各分割領域に該当
する検出ピクセルから出力される検出信号を処理して分割領域毎に検出される放射線検出
結果を出力する信号処理装置と、前記信号処理装置が実行する信号処理機能を選択的に指
定して設定する指示入力器とを備えたことを特徴とする放射線計測装置。
【請求項４】
記放射線検出面の領域分割は、放射線検出面の領域分割数を変えて放射線検出処理を行っ
て各領域分割数における放射線検出結果を出力表示し、出力表示された放射線検出結果を
参照して目的とする放射線計測に好ましい分割領域の数を設定して放射線計測を行うこと
を特徴とする請求項３に記載の放射線計測装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、放射線計測方法及び放射線計測装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　自然界には天然の放射性核種（以下、「天然核種」という）が存在しており、また、地
域によっては原子力発電所の事故等に伴う人工放射性核種（以下、「人工核種」という）
が存在する場所もある。
【０００３】
　放射性物質の汚染管理では、汚染管理対象の放射性物質（以下、「管理対象放射性物質
」という）のみをそれ以外の放射性物質（天然核種や原発事故起因の人工核種など）と区
別して評価することが必要である。管理対象物質を他の放射性物質と区別して計測する方
法として、放射線計測機器にエネルギー弁別技術を適用したり、天然核種の減衰を待って
から計測したりするなどしてきたが、エネルギー弁別技術では、天然核種の影響を完全に
無くすことはできず、また、天然核種の減衰を待つ方法では、その放射能にもよるが、３
日程度の長時間を要している。
【０００４】
　例えば、プルトニウムなどのα線放出核種の汚染管理において、表面障壁型Ｓｉ半導体
検出器によるα線エネルギー弁別を適用した場合は、測定試料の状態にもよるが、放射線
管理用ろ紙に放射性物質を集塵した場合、放射線計測上では７割程度しか天然核種の計数
を除去することができない。更に、ダストモニタで連続モニタリング（空気汚染の監視）
を行う場合には、ダストモニタ指示値には天然核種による計数が含まれているため、その
計数値変動によって誤警報が吹鳴しないように警報基準設定値を高めに設定しなければな
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らず、数ベクレル程度の軽微な汚染を検出することが困難である。
【０００５】
　昨今では、α線とβ線の放出タイミングを統計的に解析しながら天然核種による計数を
取り除く「時間間隔解析技術」を取り入れたモニタリング技術などの新技術の開発が進め
られているが、計数データの統計処理が必要であるために、計数率（∝放射能）が低い場
合には、放射能汚染の有無の判定に長時間を要することがある。
【０００６】
　一方で、測定計測試料中では、天然核種が全面に均一に分布しているのに対し、管理対
象放射性物質は局所的に分布することを利用して、放射能汚染の有無を判定する技術も利
用されている。この技術には、オートラジオグラフィやイメージングプレートが用いられ
るが、これらは放射線の数を計数するのではなく、放射線によって受けたエネルギー量を
蓄積して評価するものであり、また、イメージングプレートにおいてはフェーディングの
影響もあるため、放射能（1秒間当たりの壊変数）の評価が難しく、放射線計測（放射線
計測装置）への適用は不向きである。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】国際公開第２０１２／１３３７９６号
【非特許文献】
【０００８】
【非特許文献１】「ZnS（Ag）シンチレーション検出器によるα線波高弁別に関する　　
　　　　　　　　　検討」、JAEA-Research 2008-107 p30-31
【非特許文献２】「時間間隔解析技術を用いた長半減期放射性物質の定量」サイクル機構
技報  No.24  2004.9  p39-45
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　従来の放射線計測方法及び計測装置は、管理対象放射性物質とそれ以外の放射性物質が
混在する環境において、管理対象放射性物質に由来する放射線を短時間に計測して評価す
ることが困難である。
【００１０】
　本発明の１つの目的は、環境中に管理対象放射性物質とそれ以外の放射性物質が混在す
る場合であっても、管理対象放射性物質に起因する放射能汚染を短時間に計測して評価す
ることができる放射線計測方法及び放射線計測装置を実現することにある。
【００１１】
　本発明の他の目的は、環境中に管理対象放射性物質とそれ以外の放射性物質が混在する
場合であっても、管理対象放射性物質に起因する数ベクレル程度の放射能汚染を短時間に
計測して評価することにより、作業員に対する早期退避指示や作業の安全性確保を指示す
ることができる放射線計測方法及び放射線計測装置を実現することにある。
【００１２】
　本発明の更に他の目的は、管理対象放射性物質に起因する汚染原因の推定や対策の検討
が早い段階で行えるようにすることを可能にする放射線計測方法及び放射線計測装置を実
現することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　本発明は、測定試料に対向させることにより該測定試料に付着している放射性物質に感
応して検出信号を発生する多数の検出ピクセルを平面状に並べて放射線検出面を構成した
放射線検出器の前記多数の検出ピクセルから出力される検出信号を、前記放射線検出面を
複数の領域に分割（区分）して各分割領域に該当する検出ピクセルから出力される検出信
号を検出処理し、分割領域毎に検出される放射線検出結果を出力することができる放射線



(4) JP 2016-151454 A 2016.8.22

10

20

30

40

50

計測装置を用いて該測定試料中の放射性物質の放射線量を計測するものであり、
　放射線検出面の領域分割数を変えて放射線検出処理を行って各領域分割数における放射
線検出結果を出力表示し、出力表示された放射線検出結果を参照して目的とする放射線計
測に好ましい分割領域の数を設定して放射線計測を行うことを特徴とする放射線計測方法
及び放射線計測装置である。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明は、放射線検出器の放射線検出面を任意に領域分割（区分）して分割領域毎に検
出信号を検出処理して測定試料中の放射性物質の放射能分布を計測することにより、環境
中に管理対象放射性物質とそれ以外の放射性物質が混在する場合であっても、管理対象放
射性物質に起因する放射能汚染を短時間に計測して評価することができる放射線計測方法
及び放射線計測装置を実現することができる。
【００１５】
　本発明は、更に、放射線検出面の領域分割数を計測目的に応じて設定することにより、
環境中に管理対象放射性物質とそれ以外の放射性物が混在する場合であっても、管理対象
放射性物質に起因する数ベクレル程度の低レベルの放射能汚染を短時間に計測して評価す
ることにより、作業員に対する早期退避指示や作業の安全性確保を指示することができる
放射線計測方法及び放射線計測装置を実現することができる。
【００１６】
　本発明は、更に、放射線検出面の領域分割数を計測目的に応じて設定することにより、
管理対象放射性物質に起因する汚染原因の推定や対策の検討が早い段階で行えるようにす
ることを可能にする放射線計測方法及び放射線計測装置を実現することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】測定試料上に付着する放射性物質の分布状態を示す模式図である。
【図２】本発明の放射線計測装置の実施例を示すブロック図である。
【図３】図２に示した放射線計測装置における放射線検出器の縦断側面図である。
【図４】従来の検出信号計測処理と図２に示した放射線計測装置の検出信号計測処理によ
る検出例を示す棒グラフである。
【図５】ダストモニタを用いて空気中の塵埃をろ紙に捕集しながらα線を２分間隔で計測
したデータの折れ線グラフである。
【図６】放射性物質（プルトニウム）が付着したろ紙を測定試料として５分間計測したと
きの放射線検出信号を放射線検出面の領域分割数を変えて処理したときの検出結果を示す
棒グラフである。
【図７】放射線検出面の領域分割数をできるだけ細かくして測定試料の放射線を長時間計
測した際の計数分布図である。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　本発明の放射線計測方法及び放射線計測装置は、測定試料に対向させることにより該測
定試料に付着している放射性物質に感応して検出信号を発生する多数の検出ピクセルを平
面状に並べて放射線検出面を構成した放射線検出器の前記多数の検出ピクセルから出力さ
れる検出信号を、前記放射線検出面を複数の領域に分割して各分割領域に該当する検出ピ
クセルから出力される検出信号を検出処理し、分割領域毎に検出される放射線検出結果を
出力することができる放射線計測装置を用いて測定試料中の放射性物質の放射能を計測す
るものであり、
　前記放射線検出面の領域分割は、放射線検出面の領域分割数を変えて放射線検出処理を
行って各領域分割数における放射線検出結果を出力表示し、出力表示された放射線検出結
果を参照して目的とする放射線計測に好ましい分割領域の数を設定して放射線計測を行う
ものである。
【実施例】
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【００１９】
　放射能汚染管理において、管理対象放射性物質と、管理対象放射性物質が発生する放射
線の計測において妨害因子となる放射線を発生する天然核種等は、測定試料上に付着する
物質の分布が異なり、図１に示すように、前者は放射性物質１ｂが測定試料１ａ上に局所
的に存在（ａ）するのに対し、後者は放射性物質１ｃが測定試料１ａ上の全面に均一に存
在（ｂ）している。本発明は、この分布の違いを利用した汚染管理・計測技術である。
【００２０】
　本発明の放射線計測方法で使用する放射線計測装置は、図２に示すように、測定試料に
付着している放射性物質が発生する放射線に感応して該放射線に相応する検出信号を出力
する放射線検出器２と、この放射線検出器２から出力する検出信号を処理する複数種類の
信号処理機能を有する信号処理装置３と、この信号処理装置３に対して特定の信号処理機
能の実行を選択的に指示する指示入力器４と、前記信号処理装置３による信号処理状況及
び信号処理（検出）結果を出力（表示、印刷、データ保存など）する出力器５を備える。
【００２１】
　前記放射線検出器２は、測定試料に対向させることにより該測定試料に付着している放
射性物質が発生する放射線に感応して検出信号を発生する多数の検出ピクセルを平面状に
並べて放射線検出面を構成し、前記多数の検出ピクセルがそれぞれ感応した放射線量に応
じた検出信号をそれぞれ出力するように構成する。具体的には、図３に示すように、測定
試料に対向して該測定試料に付着している放射性物質が発生する放射線に感応して発光す
る感応面を形成するシンチレータ２ａと、感応面を形成するシンチレータ２ａに対向する
ように並べて設置されて該シンチレータ２ａの発光を電気信号（検出信号）に変換する多
数の光電素子２ｂと、シンチレータ２ａの発光を該発光位置に対向して位置する光電素子
２ｂに伝達する光ガイド２ｃと、シンチレーション光以外の外光が光電素子２ｂに入力し
ないように遮光する遮光膜２ｄと、光電素子２ｂが発生する検出信号を信号処理装置３に
出力する信号出力回路２ｅを備える。前記信号出力回路２ｅは、光電素子２ｂが発生する
検出信号を出力するが、前記検出信号は前記シンチレータ２ａの発光位置に相応する位置
情報を有する。
【００２２】
　ここで、α線やβ線を検出可能な放射線検出器２とするためには、前記遮光膜２ｄはα
線やβ線を遮へいしないように極めて薄い膜とすることが望ましい。
【００２３】
　ここで、前記光電素子２ｂは、既知の位置有感型光電子増倍管（PSPMT；Position Sens
itive Photo-Multiplier Tubes）や半導体素子（Si-PMT）等を用いて実現する。
【００２４】
　また、前記多数の検出ピクセルは、この実施例では、前記シンチレータ２ａと多数の光
電素子２ｂと光ガイド２ｃによって構成され、各光電素子２ｂから出力する電気信号が検
出信号となり、この検出信号は、前記放射線検出面を複数の領域に分割して各分割領域に
対向するように位置する複数の検出ピクセルから出力される検出信号を１つの群として群
毎に検出処理することができるようにする。分割領域の大きさは、検出信号の処理による
分別も含めて、例えば、放射線検出面を縦８、横８（縦横８×８）に分割した大きさ、縦
横１６×１６に分割した大きさ、縦横３２×３２に分割した大きさ、…縦横２５６×２５
６に分割した大きさとなるように可変的に設定することができるようにする。
【００２５】
　この実施例の放射線計測装置では、５ｃｍ×５ｃｍの大きさの放射線検出面の放射線計
数分布（２５６×２５６程度の解像度）を信号処理装置３における信号処理上で任意に区
画した分割領域毎に纏めることで、最大で装置が有する解像度と同じ数に放射線検出面を
分割することができるようにする。
【００２６】
　図３に示す放射線検出器２おいて、シンチレータ２ａは、１枚の板状のシンチレータ板
を用いる構成と、アレイ状のシンチレータ板を用いる構成を想定することができる。１枚
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板のシンチレータ板を利用する場合には、位置有感型光電子増倍管を使用した光電素子２
ｂをシンチレータ２ａに直接接着するとアノードの位置に偏った画像となる。このため、
シンチレータ２ａと光電素子２ｂの間に３ｍｍ程度のライトガイド２ｃを設けることによ
り、画像の偏りを解消するようにすることが望ましい。また、アレイ状のシンチレータ板
を使用した場合は、アレイの数が検出面の領域分割数（＝解像度）に等しくなるため、イ
メージングなど詳細な画像（放射線計測分布）を得るには不向きとなる。
【００２７】
　更に、この放射線計測装置の利用目的である管理対象放射性物質から発生する放射線と
天然核種から発生する放射線との弁別精度を向上させるためには、検出面領域分割（検出
位置）に加えてエネルギー弁別機能を付加することが望ましいことから、それが可能なシ
ンチレータを使用することが望ましい。
【００２８】
　エネルギー弁別を行う場合には、計測対象がα線の場合は、エネルギースペクトルが線
スペクトルとなることから弁別が比較的容易であるが、β線の場合には連続スペクトルで
あり、最大エネルギーでの弁別となることから弁別精度は悪く、弁別できるのは90Ｙ（イ
ットリウム）から放出されるβ線などのように高エネルギーのβ線に限定される。
【００２９】
　放射線検出面の領域分割については、複数の放射線検出器を並べて各放射線検出器の放
射線検出面を１つの分割領域とする構成でもよく、また、検出信号処理上で検出信号の位
置情報に基づいて分割領域を特定することが可能な放射線検出器を用いて実現する構成で
もよい。また、放射線の検出原理は、シンチレーション検出器や半導体検出器などに限定
されるものではない。
【００３０】
　前記信号処理装置３は、プロセッサと複数種類の信号処理プログラムを組み合わせて複
数種類の信号処理機能を選択的に実現することができるように構成され、信号出力回路２
ｅを介して光電素子２ｂから入力した検出信号をその位置情報と波高値を有する検出デー
タに変換処理し、この検出データを処理して測定試料における放射線検出位置と検出波高
値の算出及び図形表示編集等を行う。例えば、特定の分割領域に属する検出データを集計
して該分割領域に存在する放射性物質が発生する放射線量を示す棒グラフを作成して表示
する処理を行う。
【００３１】
　指示入力器４は、オペレータにより操作され、信号処理装置３が所定の信号処理機能を
実現するように実行する信号処理プログラムの選択を指示入力する。
【００３２】
　このような構成の放射線計測装置は、信号処理装置３において、検出位置情報（放射線
検出面の領域分割数は任意）を有した放射線検出データ（計数値）を作成し、この検出デ
ータを任意の形態で表示・保存する複数種類の信号処理機能を選択的に設定して実行する
。例えば、放射線検出データを作成する信号処理機能では、放射線検出面の領域分割数、
検出信号弁別波高値、検出信号計数時間、検出信号計数間隔等の計測条件を指示入力器４
からの入力によって任意に設定または選択設定して信号処理することを可能にし、検出デ
ータを表示・保存する信号処理機能では、数表図形、棒グラフ図形（２次元棒グラフまた
は３次元棒グラフ）、折れ線グラフ図形等の表示・保存条件を指示入力器４からの入力に
よって任意に設定または選択設定して処理することを可能に構成する。
【００３３】
　このような検出面分割型の放射線計測装置を用いて、局所的に検出される放射線を計測
することによって、管理対象放射性物質に着目した評価が容易に可能となる。
【００３４】
　従来の放射線計測装置は、放射線検出面を分割する形態で検出信号を処理していないこ
とから、均一に分布する管理対象放射性物質以外の放射性物質（天然核種等）から発生す
る放射線も全て一括して検出してしまうが、この実施例の放射線計測装置では、天然核種
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から発生する放射線の計数が放射線検出面の領域分割数に応じて分散されることから、そ
の計数値を低く抑えることが可能である。これに対して、管理対象放射性物質から発生す
る放射線は付着部位が局部的に高くなることから、対応する分割領域において集中的に計
測され、放射線検出面の領域分割を行っても付着部位に対向する分割領域における計数値
の低下は少ないので、目的とする放射線の計測は支障なく実現することができる。
【００３５】
　放射線検出面の適切な領域分割数については、計測環境によって異なることから、計測
環境に応じて変更することができるように構成する。また、測定時間の単位（１分、２分
…）についても、短いほど迅速に汚染検出が可能となるが、一方では、計測時間を短くす
ると計数値が小さくなって信頼性が落ちることになるので、計測環境と計測目的に応じて
変更することができるように構成する。
【００３６】
　図４は、放射線検出器２の放射線検出面を１４４（１２×１２）の領域に分割した場合
の検出（計数）例を示す棒グラフである。従来の計測技術では、放射線検出面を領域分割
して検出信号を計数処理していないことから、（ａ）に示すように、計数値は２６４カウ
ントという情報のみとなり、僅かに含まれる管理対象放射性物質による放射能汚染の有無
を評価することができない（天然核種１ｃから発生する放射線の計数１ｃｎ“２３８カウ
ント”と放射能汚染管理対象の放射性物質１ｂから発生する放射線の計数１ｂｎ“２６カ
ウント”を区別して評価することができない）。
　一方、この実施例の計測技術では、（ｂ）に示すように、天然核種１ｃから発生する放
射線の１分割領域当りの計数１ｃｎは概ね一様に３カウント程度であるのに対して、測定
試料中に混在した２つの人工核種から発生する放射線の１分割領域当りの計数１ｂｎは１
８カウント、８カウントとなることから、管理対象放射性物質に由来する放射線とそれ以
外の放射性物質に由来する放射線を容易に区別して評価することができる。
【００３７】
　このように放射線検出面を領域分割して分割領域毎に放射線を計数すると、天然核種な
どの一様に分布する放射性物質から発生する放射線の計数を低く抑えることが可能になる
ことから、α線放出核種の場合、数ベクレル程度の局所的な放射能汚染であれば、数分間
で分別して評価することが可能となる。また、放射線検出面の領域分割数を多く設定すれ
ば、放射線のイメージングが可能となり、放射能汚染物質の存在形態が分かるようになる
。但し、イメージングの場合は、放射線検出面の分割領域を細かくする必要があり、その
場合には、１分割領域当りの計数率が低くなることから、計測時間を長くすることが必要
となる。
【００３８】
　放射線検出面の適切な領域分割数については、適用する放射線計測によって異なる。以
下、検出面の全体の大きさを５ｃｍ角とした場合について述べる。
【００３９】
　例えば、放射能測定装置やダストモニタのように、測定試料と放射線検出器の放射線検
出面の間に５ｍｍ程度の空間が生じる第１の仕様例では、測定試料から放出される放射線
は放射線検出面に到達するまでに広がりを持ってしまうことから、放射線検出面を細かく
分割しても意味がない。この第１の仕様例の場合は、６４分割（８×８）（＝１つの分割
領域は６ｍｍ角）程度が適した領域分割数となる。
【００４０】
　一方、測定試料中に含まれる放射能汚染物質の有無を迅速に検出したい第２の仕様例で
は、２５６分割（１６×１６）（＝１つの分割領域は３ｍｍ角）又は１，０２４分割（３
２×３２）（＝１つの分割領域は１．６ｍｍ角）程度が適している。
【００４１】
　更に、放射能分布のイメージングを行う第３の仕様例では、計測装置の位置分解能に応
じた放射線検出面の領域分割数が必要であり、１６，３８４分割（１２８×１２８）（＝
１つの分割領域は０．４ｍｍ角）程度が適している。但し、第２及び第３の仕様例の場合
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は、測定試料と放射線検出面を密着させて測定する構成であることが必要であり、放射能
汚染拡大防止のために、測定試料又は放射線検出面を養生する必要がある。
【００４２】
　次に、第１の仕様例から第３仕様例に示した手法について、具体例を説明する。
【００４３】
　第１の仕様例（放射線検出面と測定試料との間に５ｍｍ程度の空間が生じる場合）の具
体例として、ダストモニタに適用した場合の放射能汚染検知方法について説明する。
【００４４】
　図５は、ダストモニタを用いて空気中の塵埃をろ紙に捕集しながらα線を２分間隔で計
測したデータの折れ線グラフであり、ろ紙上には天然核種が約４０Ｂｑ（ベクレル）程度
付着している状態である。また、α線放出核種の放射能汚染の検出を再現するため、これ
とは別に計測した約１．２Ｂｑ程度のプルトニウム試料の計測データを途中（１５：００
から）から足し合わせている。
【００４５】
　従来技術によるダストモニタ指示値では、ろ紙全体を測定（計数）しているために、僅
かな指示値上昇の原因が天然核種の変動なのか、放射能汚染物質であるプルトニウムが新
たに付着したのかを判別することができないことが分かる。
【００４６】
　一方、本発明を適用したダストモニタの場合（図５では放射線検出面の領域を６４分割
している）、放射線検出面を分割することによりデータ数は増えるが、天然核種の計数は
いずれも低い値（３カウント程度）で一定している。ここに約１．２Ｂｑのプルトニウム
が付着した場合には、付着部位に対向する付近の複数の分割領域の検出ピクセルでプルト
ニウムからのα線を計数するが、最も高く検出する検出部位（分割領域）で１０カウント
程度の計数（天然核種を合わせると１３カウント程度）があり、プルトニウム汚染が発生
したことを容易に区別して検出できることが分かる。
【００４７】
　また、本発明を適用したダストモニタでの放射能汚染検出方法としては、基本的には各
放射線検出面で一律に警報設定値を定めて行うのが簡易的で分かりやすいが、より低いレ
ベルの放射能汚染を検出したい場合は、「隣り合う検出部位（分割領域）で同時に検出す
る」、「連続したデータで警報設定値を超える」などの信号処理条件を付加することによ
り実現可能となる。
【００４８】
　次に、第２の仕様例（測定試料中に含まれる放射能汚染物質を迅速に検出したい場合）
の具体例として、ろ紙上の放射能汚染の検出方法について説明する。
【００４９】
　この第２の仕様例の手法は、第１の仕様例において「汚染のおそれがあると判断された
測定試料（集塵ろ紙やスミヤろ紙など）」について、その詳細な計測を実施し、放射能汚
染の有無及びその放射能を評価するときなどに使用することができる。この計測では、測
定試料に放射線検出器を密着させて計測を行うことにより、より局所的な放射能を計測す
ることができるようになる。しかし、放射能汚染した測定試料に放射線検出器を密着させ
て計測する際は、計測作業時の放射能汚染の拡大を防ぐために、測定試料又は放射線検出
面を養生してから計測を行うようにすることが望ましい。
【００５０】
　図６は、放射能が約５０Ｂｑの天然核種（ラドン子孫核種）と、放射能が１Ｂｑの管理
対象放射性物質（プルトニウム）がろ紙上に存在する測定試料を５分間計測したときの検
出信号を放射線検出面の領域分割数を変えて処理したときの検出結果を示す棒グラフであ
る。放射線検出面を細かく領域分割していくと、天然核種の計数が分散されるために管理
対象放射性物質による計数がより確認しやすくなるが、過度に細かくすると、管理対象放
射性物質の計数値も分割されてしまい、短時間の測定では放射能汚染を発見しにくくなる
傾向を呈する。
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【００５１】
　図６に例示した検出結果から判断すると、５分程度の計測で放射能汚染の有無を判定す
る場合は、放射線検出面の領域分割は、１６×１６あるいは３２×３２程度の分割数が適
していることになる。但し、適切な領域分割数は、天然核種の濃度等によって異なる（天
然核種の濃度が低ければ領域分割数が少なくても識別可能となる）ことから、放射線計測
装置は、計測準備段階または計測中に、オペレータに操作される指示入力器４からの指示
入力に基いて、放射線検出器の放射線検出面の複数種類の領域分割について各領域分割数
での検出結果を出力器５に見本表示し、オペレータが表示見本を観察して計測目的に適切
な検出結果が得られる領域分割数を選択的に設定することができるようにする。
【００５２】
　この手法では、得られた各検出部位（分割領域）の計数値と検出効率から放射能の評価
が可能となるだけでなく、計数値分布から大まかな放射能汚染の広がり状況を把握するこ
とができるため、汚染状況の把握や汚染原因の推定など、その後の対応に役立てることが
できる情報を一度に得ることができる。
【００５３】
　第３の仕様例（放射能分布のイメージングを行う場合）は、第２の仕様例で得られた計
数分布を更に詳しく調査する際の手法として実行することができる。計測方法自体は第２
の仕様例と同じであるが、より詳細な分布を計測するためには、放射線検出面の領域分割
をできるだけ細かくすることが望ましい。
【００５４】
　図３に示した放射線検出器２の場合は、固有分解能は０．８ｍｍ程度であるため、領域
分割数は１６，３８４分割（１２８×１２８）（＝１つの検出部位は０．４ｍｍ角）ない
し６５，５３６分割（２５６×２５６）（＝１つの検出部位は０．２ｍｍ角）が適したも
のとなる。但し、検出部位１箇所あたりの面積が小さくなると計測での計数値も少なくな
るため、詳細分布を得るには長時間の計測が必要となる。図７は、この手法を用いて汚染
試料を計測（２０分間計測）した際の計数分布図である。この図７の分布図形を観察する
と、放射能汚染状態（広がり、形状）が分かるとともに、各部位の放射能量も評価するこ
とができる。
【００５５】
　このような本発明の放射線計測方法及び放射線計測装置は、以下に説明するように、「
汚染検査モード」（未知の測定試料に付着している放射性物質の放射線を計測する場合）
と「ダストモニタモード」（測定試料に付着している放射能汚染を連続的に監視する場合
）の計測モードでの実用化が考えられる。
【００５６】
　汚染検査モード（1回測定モード）
　この計測モードは、測定試料中に含まれる人工核種（核燃料物質等の放射性物質）の有
無を判断し、その放射能を評価することが可能である。また、一方で、測定試料上に存在
する管理対象放射性物質の付着の状況（スポット状に存在、液体が付着したような状態、
粉末が飛び散ったような状態など）も確認できるようになる。
【００５７】
　放射能を評価する場合、主たる計測対象である管理対象放射性物質の形状・放射能と、
計測上の妨害因子である天然核種の放射能によって、放射線検出面の適切な領域分割数が
異なるため、計測中に放射線検出面の領域分割数を変更しながら計測データ（計数値分布
）を確認することで、より迅速に放射能汚染（管理対象放射性物質の付着）の有無を判断
することができる。また、同時にエネルギースペクトル（パルス波高分布）を確認し、適
切な波高弁別を行うことで、つまり、計測したい放射性物質からの放射線のエネルギーに
計測対象を絞ることで、更に放射能汚染の有無の判断時間を短縮することができる。この
ためには、放射線検出器２にエネルギー弁別が可能なシンチレータを使うのが有効である
。
【００５８】



(10) JP 2016-151454 A 2016.8.22

10

20

30

　この計測モードでの実用化の場合、放射線検出面の領域分割数は、概ね３２×３２まで
で済むが、測定試料上の核燃料物質等の形状を確認する場合（イメージングをする場合）
は、より細かい領域分割数が必要となる。ただし、１ピクセルあたりの計測数は激減する
ことから、計測時間を長くすることが必要となる。
【００５９】
　これにより、従来技術である放射線測定装置、スペクトル測定装置、オートラジオグラ
フィの３つの装置による計測は、この発明の装置１つで対応することができるようになり
、放射能管理対応全体の合理化が図れるようになる。
【００６０】
　ダストモニタモード（繰り返し測定モード）
　この計測モードは、作業環境中の塵埃をろ紙に集塵しながら連続的に該ろ紙上の放射線
を計測するモードであり、核燃料物質等がろ紙へ新たに付着するのを発見することによっ
て、管理対象放射性物質による空気汚染を検出するものである。
【００６１】
　従来技術では、放射線検出面が分割されていないために計測値は１つであるが、本発明
技術では、放射線検出面の分割数に応じて計測データの数が多くなる。計測データ数が多
くなると、計測値も分散されるので各計測値は減少するが、核燃料物質が付着した領域に
対応する分割領域のみは計数値が高いので核燃料物質が付着していることを識別すること
ができ、従来技術に比較して、極めて低いレベルの放射能汚染をも検出することができる
ようになる。
【００６２】
　放射線検出面の適切な領域分割数については、計測環境によって異なることから、計測
中に検出面の領域分割数を変更しながら計測データ（計数値分布）を確認することで、よ
り迅速に放射能汚染（核燃料物質の付着）の有無を判断することができる。
【００６３】
　また、計測時間の単位（１分、２分……）についても、短いほど迅速に放射能汚染の検
出が可能となるが、一方では、計数値が小さくなって信頼性が落ちることになるので、必
要に応じて変更するようにする。
【００６４】
　本発明技術では、放射能の評価も同時に実施することができるように、計数値から放射
能量への換算するための「換算係数」を登録又は算出できるようにし、予め求めた換算係
数を設定する機能と、線源を複数回測定することによって換算係数（検出効率）が自動的
に求められるような機能など、計測装置の校正が行える機能を設けることが望ましい。
【符号の説明】
【００６５】
　１ａ…測定試料　１ｂ…放射性物質　１ｃ…放射性物質　２…放射線検出器　２ａ…シ
ンチレータ　２ｂ…光電素子　２ｃ…光ガイド　２ｄ…遮光膜　２ｅ…信号出力回路　３
…信号処理装置　４…指示入力器　５…出力器。
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